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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

前第３四半期
連結累計期間

第71期
当第３四半期
連結累計期間

第70期
前第３四半期
連結会計期間

第71期
当第３四半期
連結会計期間

第70期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 4,669,3796,713,7361,798,6451,986,5768,798,717

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
49,148 213,498 △6,400 38,979 271,921

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
17,084 113,423 △7,269 18,902 148,936

純資産額（千円） － － 3,490,5323,698,1163,647,764

総資産額（千円） － － 7,199,9016,730,2666,288,925

１株当たり純資産額（円） － － 475.45 503.73 496.87

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

2.33 15.45 △0.99 2.57 20.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 48.48 54.95 58.00

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,069,816△220,919 － － △661,496

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△15,508 △26,287 － － △17,184

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△51,306 △51,485 － － △51,319

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,285,9792,393,9182,692,611

従業員数（人） － － 116 114 117

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 114     

　（注）　従業員数は就業人員数であります。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 102     

　（注）　従業員数は就業人員数であります。
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第２【事業の状況】
　（注）　「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注実績

報告セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（千円）　　

　

前年同四半期比（％）

建設事業 1,943,192 －

　

(2）売上実績

報告セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（千円）

　

前年同四半期比（％）

建設事業 1,925,704 －

運輸事業 60,871 －

合計 1,986,576 －

　（注）１．当企業グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２．当企業グループでは、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

３．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

  　前第３四半期連結会計期間

社会福祉法人神戸の風　    799,100 千円44.4 ％

㈱大和生研  　244,990 千円13.6 ％

  　当第３四半期連結会計期間

医療法人大宗会    246,636 千円 12.4 ％

中日本高速道路㈱    206,302 千円 10.4 ％

　

EDINET提出書類

株式会社ソネック(E00279)

四半期報告書

 4/27



なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は、次のとおりであります。　

建設業における受注工事高及び完成工事高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分
期首繰越
工事高
（千円）

期中受注
工事高
（千円）

 
計

（千円）

期中完成　
工事高
（千円）　

期末繰越
工事高
（千円）

 

前第３四半期累計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年12月31日）

 

建築工事 5,376,4573,167,1288,543,5853,901,1574,642,427

土木工事 1,219,9502,308,6423,528,592614,9702,913,622

計 6,596,4075,475,77012,072,1774,516,1277,556,049

 

当第３四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日）

 

建築工事 2,934,6735,953,5528,888,2254,724,1074,164,117

土木工事 2,650,47313,6152,664,0881,802,428861,660

計 5,585,1465,967,16811,552,3146,526,5365,025,778

 

前事業年度

（自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日）

 

建築工事 5,376,4574,192,9239,569,3816,634,7072,934,673

土木工事 1,219,9503,381,9964,601,9461,951,4722,650,473

計 6,596,4077,574,91914,171,3278,586,1805,585,146

　（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増減

額を含めております。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高は、（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。

②　受注工事高

期別 区分
官公庁
（千円）

民間
（千円）

計
（千円）

前第３四半期会計期間

（自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日）

建築工事 1,800 951,598 953,398

土木工事 123,000 693,883 816,883

計 124,800 1,645,481 1,770,281

当第３四半期会計期間

（自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日）

建築工事 3,605 2,064,682 2,068,287

土木工事 △179,283 54,188 △125,094

計 △175,678 2,118,870 1,943,192

　（注）土木工事の官公庁の欄については、当第３四半期会計期間以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額が減

額になった工事が含まれております。
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③　完成工事高

期別 区分
官公庁
（千円）

民間
（千円）

計
（千円）

前第３四半期会計期間

（自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日）

建築工事 25,157 1,548,575 1,573,732

土木工事 58,344 111,148 169,492

計 83,501 1,659,723 1,743,224

当第３四半期会計期間

（自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日）

建築工事 8,612 1,648,728 1,657,340

土木工事 － 268,364 268,364

計 8,612 1,917,092 1,925,704

　（注）１．完成した工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前第３四半期会計期間（請負金額１億円以上）

社会福祉法人神戸の風  ケアハウス南風新築工事

㈱大和生研  網干大和会館新築工事

兵庫県芦屋市  芦屋市立潮見中学校教室棟耐震補強他工事

当第３四半期会計期間（請負金額１億円以上）

㈱西松屋チェーン  西松屋チェーン本社事務所増築工事

播州信用金庫  播州信用金庫明石支店建替工事

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。

　　前第３四半期会計期間

社会福祉法人神戸の風    799,100 千円45.8 ％

㈱大和生研  　244,990 千円14.1 ％

　　当第３四半期会計期間

医療法人大宗会    246,636 千円 12.8 ％

中日本高速道路㈱    206,302 千円 10.7 ％

　

  ④　繰越工事高（平成22年12月31日現在）

区分
官公庁
（千円）

民間
（千円）

計
（千円）

建築工事 2,255 4,161,862 4,164,117

土木工事 665,952 195,708 861,660

計 668,207 4,357,571 5,025,778

　（注）　繰越工事のうち主なもの（請負金額６億円以上）は、次のとおりであります。

中日本高速道路㈱ 東名阪自動車道天白高架橋環境対策工事 平成23年２月完成予定

医療法人大宗会 医療法人大宗会

王子回生病院移転新築工事 平成23年４月完成予定

社会福祉法人播磨同仁学院 播磨同仁学院増改築工事 平成23年６月完成予定

社会福祉法人太子福祉会 社会福祉法人太子福祉会

（仮称）第二みどり園新築工事 平成23年７月完成予定

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間における我が国経済は、政府の「新成長戦略」に基づく政策運営に基づき、デフレ終

結と本格的な経済回復軌道を目論んでいるものの、改善の動きは足踏み状態で、雇用情勢も依然厳しい状況にあり

ました。

建設業界におきましても、公共投資発注の動きを示す公共工事請負金額は弱めの動きが続き、民間企業の設備投

資も横這いの中、受注競争はより一層激化しております。一方、運輸業界におきましては、扱い品目の物流が緩やか

に回復に向かい、燃料価格も安定し、業況に一服感がでてまいりました。

このような状況の下で、当企業グループは、建設事業の受注獲得に特に注力いたしました結果、当第３四半期連結

会計期間の建設事業の受注高は19億43百万円となりました。なお、通期受注計画80億円に対する、当第３四半期連結

会計期間末までの進捗率は74.6％となっております。

売上高につきましては、運輸事業は連結売上高における割合が低いものの堅調に推移し、建設事業もほぼ予定ど

おりの工事進捗を果たし、当第３四半期連結会計期間の売上高は19億86百万円となり、前年同期比10.4％の増収と

なりました。

一方、利益につきましては、建設事業の増収影響から当第３四半期連結会計期間の営業利益は23百万円で前年同

期比45百万円の増益、経常利益は38百万円で前年同期比45百万円の増益となりました。また、四半期純利益について

は18百万円と、前年同期に比べ26百万円の増益となりました。

　

　報告セグメントの業績は、次のとおりであります。

 売　　上　　高 セグメント利益（営業利益）

・建設事業 19億25百万円 15百万円

・運輸事業 60百万円 ８百万円

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」 という。）は23億93百万円となり、第

２四半期連結会計期間末より11億55百万円減少いたしました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、11億38百万円の資金の減少となりました。その主な要因は、税金等調整前

四半期純利益の38百万円により資金が増加する一方、売上債権が６億28百万円及び未成工事支出金等が１億62百万

円増加し、仕入債務が２億99百万円減少したことにより資金が減少したものであります（前第３四半期連結会計期

間の営業活動によるキャッシュ・フローは、1億94百万円の資金の減少）。　

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、16百万円の資金の減少となりました。その主な要因は、有形固定資産の取

得による支出13百万円及び投資有価証券の取得による支出2百万円であります（前第３四半期連結会計期間の投資

活動によるキャッシュ・フローは、６百万円の資金の減少）。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、０百万円の資金の減少となりました。その要因は、少額の配当金支払が発

生したためであります（前第３四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、０百万円の資金の減

少）。　　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

　特記事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,500,000 同左　　
㈱大阪証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 7,500,000 同左　　 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

－ 7,500,000 － 723,000 － 472,625

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社ソネック(E00279)

四半期報告書

 9/27



（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　

－ 単元株式数　1,000株
普通株式 158,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,338,000 7,338 同上

単元未満株式 普通株式 4,000 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数  7,500,000 － －

総株主の議決権 － 7,338 －

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ソネック
兵庫県高砂市曽根町

2257番地の１
158,000 － 158,000 2.11

計 － 158,000 － 158,000 2.11

　（注）　当第３四半期会計期間末日現在の所有株式数（自己名義所有株式数）及び発行済株式総数に対する所有株式数

の割合は、直前の基準日（平成22年９月30日）以降、変更はありません。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 347 243 272 271 279 245 244 240 242

最低（円） 232 236 228 255 247 234 225 226 220

　（注）　最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,409,918 2,708,611

受取手形・完成工事未収入金等 ※
 1,978,836 1,405,203

未成工事支出金 378,878 333,682

不動産事業支出金 403 403

材料貯蔵品 2,663 3,294

繰延税金資産 25,256 37,580

その他 174,626 36,134

貸倒引当金 △24,280 △24,250

流動資産合計 4,946,303 4,500,659

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 378,227 376,397

機械、運搬具及び工具器具備品 239,099 224,188

土地 716,707 716,707

減価償却累計額 △495,768 △478,307

有形固定資産計 838,265 838,985

無形固定資産 8,656 10,548

投資その他の資産

投資有価証券 786,809 799,076

会員権 69,400 69,700

繰延税金資産 84,140 70,881

その他 42,591 43,374

貸倒引当金 △45,900 △44,300

投資その他の資産計 937,040 938,731

固定資産合計 1,783,962 1,788,266

資産合計 6,730,266 6,288,925
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 2,367,303 1,975,208

未払法人税等 29,199 85,602

未成工事受入金 229,274 161,542

完成工事補償引当金 8,000 8,000

工事損失引当金 1,700 －

賞与引当金 16,100 38,700

その他 87,275 93,768

流動負債合計 2,738,852 2,362,821

固定負債

退職給付引当金 196,004 184,703

役員退職慰労引当金 96,832 93,156

その他 460 480

固定負債合計 293,296 278,339

負債合計 3,032,149 2,641,161

純資産の部

株主資本

資本金 723,000 723,000

資本剰余金 472,625 472,625

利益剰余金 2,523,347 2,461,314

自己株式 △46,217 △46,217

株主資本合計 3,672,755 3,610,721

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 25,361 37,043

評価・換算差額等合計 25,361 37,043

純資産合計 3,698,116 3,647,764

負債純資産合計 6,730,266 6,288,925
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※1
 4,669,379 6,713,736

売上原価 4,328,879 6,199,179

売上総利益 340,499 514,557

販売費及び一般管理費 ※2
 337,704

※2
 349,898

営業利益 2,795 164,658

営業外収益

受取利息 12,696 11,082

受取配当金 4,357 6,991

受取賃貸料 34,789 35,606

その他 4,578 5,437

営業外収益合計 56,422 59,117

営業外費用

賃貸費用 9,372 9,336

その他 696 941

営業外費用合計 10,069 10,277

経常利益 49,148 213,498

特別損失

固定資産除却損 3,975 18

会員権評価損 － 300

貸倒引当金繰入額 100 1,600

特別損失合計 4,075 1,918

税金等調整前四半期純利益 45,073 211,579

法人税、住民税及び事業税 8,767 90,789

法人税等調整額 19,221 7,366

法人税等合計 27,988 98,155

少数株主損益調整前四半期純利益 － 113,423

四半期純利益 17,084 113,423
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※1
 1,798,645 1,986,576

売上原価 1,708,003 1,848,890

売上総利益 90,641 137,685

販売費及び一般管理費 ※2
 112,226

※2
 114,124

営業利益又は営業損失（△） △21,585 23,560

営業外収益

受取利息 4,173 3,714

受取配当金 1,781 2,287

受取賃貸料 11,348 11,903

その他 875 555

営業外収益合計 18,178 18,460

営業外費用

賃貸費用 2,762 2,749

その他 231 292

営業外費用合計 2,993 3,041

経常利益又は経常損失（△） △6,400 38,979

特別損失

固定資産除却損 110 18

貸倒引当金繰入額 100 200

特別損失合計 210 218

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△6,610 38,761

法人税、住民税及び事業税 △4,672 1,844

法人税等調整額 5,331 18,013

法人税等合計 659 19,858

少数株主損益調整前四半期純利益 － 18,902

四半期純利益又は四半期純損失（△） △7,269 18,902
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 45,073 211,579

減価償却費 26,132 20,332

貸倒引当金の増減額（△は減少） 200 1,630

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △1,000 －

工事損失引当金の増減額（△は減少） 6,700 1,700

賞与引当金の増減額（△は減少） △22,600 △22,600

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,189 11,301

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,364 3,675

受取利息及び受取配当金 △17,054 △18,073

売上債権の増減額（△は増加） 354,939 △573,633

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △864,480 △44,564

仕入債務の増減額（△は減少） △1,808,206 392,095

未成工事受入金の増減額（△は減少） 423,446 67,731

その他 △164,826 △142,603

小計 △2,023,500 △91,429

利息及び配当金の受取額 13,779 14,618

法人税等の支払額 △68,006 △144,108

法人税等の還付額 7,910 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,069,816 △220,919

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △10,000

定期預金の払戻による収入 － 10,000

有形固定資産の取得による支出 △5,272 △19,531

無形固定資産の取得による支出 △2,980 △1,000

投資有価証券の取得による支出 △5,976 △6,455

その他 △1,279 700

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,508 △26,287

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △51,306 △51,485

財務活動によるキャッシュ・フロー △51,306 △51,485

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,136,631 △298,692

現金及び現金同等物の期首残高 3,422,611 2,692,611

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,285,979

※
 2,393,918
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」の適用

　「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を第１四半期連結会計期間から適用し

ております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結貸借対照表）

  前第３四半期連結会計期間末において、区分掲記しておりました「長期預り保証金」27,589千円（当第３四半期

連結会計期間末は460千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、前連結会計年度から固定負債の「その他」とし

て表示しております。

　

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営

環境等に著しい変化が生じておらず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用した将来

の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法を採用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　　四半期連結会計期間末日満期手形

　　　満期手形の会計処理については、手形交換日をもって処

理しております。なお、当四半期連結会計期間末日が

金融機関の休業日であったため、当該休業日を満期

日とする下記の手形が当四半期連結会計期間末残高

に含まれております。

受取手形 5,154千円

　──────　　　　　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．当企業グループの売上高は、主たる事業である建設

事業において、契約により工事の完成引渡しが第４

四半期連結会計期間に集中する傾向があり、また、そ

れ以外の四半期連結会計期間についても工事の完成

引渡しが平均化しておりません。

このため、第１四半期連結会計期間から第３四半期

連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半

期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるほ

か、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会

計期間の完成工事高にバラツキが発生するといった

季節的変動があります。

なお、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約

から、各四半期連結会計期間末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の工事については工事完成基準を適用し

ておりますので、今後、工事の完成引渡時期による完

成工事高のバラツキは緩和される見込みでありま

す。

──────

　

※２．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 46,950千円

従業員給料手当 133,636 

賞与引当金繰入額 3,911 

退職給付費用 8,842 

役員退職慰労引当金繰入額 3,966 

※２．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 44,100千円

従業員給料手当 144,890 

賞与引当金繰入額 4,481 

退職給付費用 10,918 

役員退職慰労引当金繰入額 3,676 
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．当企業グループの売上高は、主たる事業である建設

事業において、契約により工事の完成引渡しが第４

四半期連結会計期間に集中する傾向があり、また、そ

れ以外の四半期連結会計期間についても工事の完成

引渡しが平均化しておりません。

このため、第１四半期連結会計期間から第３四半期

連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半

期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるほ

か、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会

計期間の完成工事高にバラツキが発生するといった

季節的変動があります。

なお、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約

から、各四半期連結会計期間末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の工事については工事完成基準を適用し

ておりますので、今後、工事の完成引渡時期による完

成工事高のバラツキは緩和される見込みでありま

す。

──────

 

※２．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 16,200千円

従業員給料手当 41,136 

賞与引当金繰入額 3,911 

退職給付費用 2,466 

役員退職慰労引当金繰入額 1,330 

※２．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 14,550千円

従業員給料手当 42,884 

賞与引当金繰入額 4,481 

退職給付費用 2,356 

役員退職慰労引当金繰入額 1,216 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金預金勘定 1,301,979千円

預入期間が３か月を超える

定期預金等 
△16,000 

現金及び現金同等物 1,285,979 

　

（平成22年12月31日現在）

現金預金勘定 2,409,918千円

預入期間が３か月を超える

定期預金等 
△16,000 

現金及び現金同等物 2,393,918 
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,500,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 158,493株

　３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

 配当金支払額

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 51,390 ７  平成22年３月31日 平成22年６月24日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設事業
（千円）

運輸事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,743,22455,4211,798,645 － 1,798,645

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 1,743,22455,4211,798,645 － 1,798,645

営業利益又は営業損失（△） △27,252 5,666 △21,585 － △21,585

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設事業
（千円）

運輸事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 4,516,127153,2514,669,379 － 4,669,379

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 4,516,127153,2514,669,379 － 4,669,379

営業利益又は営業損失（△） △8,451 11,247 2,795 － 2,795

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

(1）事業区分の方法

内部管理上採用している区分によっております。

(2）各区分に属する主要な事業の内容

建設事業：建築・土木その他建設工事全般に関する事業及び不動産に関する事業

運輸事業：貨物の運送に関する事業

２．会計処理基準等の変更

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。

これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間の建設事業における売上高が

609,250千円増加し、営業損失が27,273千円減少しております。

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高がないため、記載しておりません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期

間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　当企業グループの報告セグメントは、当企業グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

　当企業グループは、当社で建設事業を、子会社 ケミカル運輸株式会社で運輸事業を営んでおり、それらの会

社ごとに包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。したがって、当企業グループは、それぞれの

会社を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「建設事業」及び「運輸事業」の２つを報

告セグメントとしております。

「建設事業」：建築・土木その他建設工事全般に関する事業及び不動産に関する事業

「運輸事業」：貨物の運送に関する事業　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　 （単位：千円）

 建設事業 運輸事業
合　計
（注）

売上高    

(1）外部顧客への売上高 6,526,536 187,200 6,713,736

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － －

計 6,526,536 187,200 6,713,736

セグメント利益 129,388 35,270 164,658

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　 （単位：千円）

 建設事業 運輸事業
合　計
（注）

売上高    

(1）外部顧客への売上高 1,925,704 60,871 1,986,576

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － －

計 1,925,704 60,871 1,986,576

セグメント利益 15,479 8,080 23,560

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。　

EDINET提出書類

株式会社ソネック(E00279)

四半期報告書

23/27



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 503.73円 １株当たり純資産額 496.87円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 2.33円 １株当たり四半期純利益金額 15.45円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 17,084 113,423

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 17,084 113,423

普通株式の期中平均株式数（株） 7,341,507 7,341,507

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 0.99円 １株当たり四半期純利益金額 2.57円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △7,269 18,902

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）
△7,269 18,902

普通株式の期中平均株式数（株） 7,341,507 7,341,507

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ソネック(E00279)

四半期報告書

24/27



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

    
   平成22年２月５日

株式会社ソネック    

 取　締　役　会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木　村　　文　彦　　　印

    

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岡　本　　健一郎　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソネックの

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソネック及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出

会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

    
   平成23年２月４日

株式会社ソネック    

 取　締　役　会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木　村　　文　彦　　　印

    

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岡　本　　健一郎　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソネックの

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソネック及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出

会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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